
社会福祉法人上士幌福寿協会指定短期入所生活介護事業所 

           及び指定介護予防短期入所生活介護事業所運営規程 

第１章  総則 

 

（事業の目的） 

第１条 社会福祉法人上士幌福寿協会が開設する指定介護短期                         入所生活介護事業所及び 

指定介護予防短期入所生活介護事業所（以下「事業所」という。）が行う指定短期 

   入所生活介護及び指定介護予防短期入所生活介護（以下「事業」という。）の適正な 

   運営を確保するために人員及び管理運営等に関する事項を定め、事業所の短期入所  

   生活介護及び介護予防短期入所生活介護従事者が、要介護状態又は要支援状態にあ 

   る高齢者に対し適正な指定短期入所生活介護及び指定介護予防短期入所生活介護を 

   提供することを目的とする。 

    

（運営の方針） 

第 2 条 事業所の従事者は、要介護状態又は要支援状態となった場合においても、その利用者

が可能な限りその居室において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営 

   むことができるよう入浴・排泄・食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能 

   訓練を行うことにより、利用者の心身の機能の維持向上並びに利用者の家族の身体的及

び精神的負担の軽減を図るよう努めるものとする。 

  ２．事業の実施に当たっては市町村、居宅介護支援事業者、在宅サービス事業者、他の介

護保険施設その他の保健医療福祉サービスを提供する者との連携を図るよう努めるも

のとする。 

 

 

（職員の区分及び定数） 

第３条 施設は次の職員を置く。但し、必要に応じて増員することができるほか、職種を兼ねる

ことができる。 

⑴ 管 理 者       （施設長） １名 

⑵ 副 施 設 長      １名 

⑶ 医 師             １名 

⑷ 事 務 長             ０名 

⑸ 事 務 員           ３名（他施設と兼務） 

⑹ 生 活 相 談 員             １名 

⑺ 看 護 職 員       （看婦師又は准看護師）２名 

⑻ 介 護 職 員            ２５名 

⑼ 栄 養 士       （管理栄養士又は栄養士）１名 

⑽ 調 理 員       （給食業務委託）                  

⑾ 機能訓練指導員（兼務）  ２名 

⑿ 介護支援専門員（兼務）  ２名 

 

（職務の内容） 

第４条 前条に掲げる管理者及び職員等の職務内容は次のとおりとする。 

⑴ 管 理 者       （施設長） 

 理事会の決定する方針に従い施設の運営管理を総括すること。 

⑵ 副 施 設 長 



 施設長を補佐し、施設の運営管理の総括に関すること。 

⑶ 医 師        

 利用者の診療と健康管理及び保健衛生の指導に関すること。 

⑷ 事 務 長        

 施設長を補佐し、施設の運営管理の調整に関すること。 

⑸ 事 務 員        

建物や備品の保全管理及び物品の調達や受け払い等の経理事務その他庶務に関すること全般

を行うこと。 

⑹ 生 活 相 談 員        

  利用者又はそのご家族からの相談に対する対応及び必要な援助、助言等を行い、サービス上の

連絡調整に従事すること。 

⑺ 看 護 職 員 

利用者の健康状態を把握し、配置医師等の指示により、利用者の健康維持のための必要な看護

を行うこと。 

⑻ 介 護 職 員 

利用者個々の心身の状態に応じ、可能な限りその自律支援を念頭に、充実した生活が過ごせる

よう、日常生活上の介護及び相談・援助を行うこと。 

⑼ 栄  養  士 

  利用者個々の身体の状況に合った、献立の作成及び栄養管理・衛生管理等を行うこと。 

⑽ 調  理  員（給食業務委託） 

  栄養士の指示を受け食品の調理と配膳、その他委託契約書に関すること。 

 

⑾ 機能訓練指導員 

  利用者個々の心身の状況を踏まえ、日常生活を営む上での必要な機能の改善又は維持及び減退

防止のための機能訓練を行うこと。 

⑿ 介護支援専門員 

  利用者個々の心身の状況に応じ、施設サービス計画の作成を行い、実施状況の把握及び計画の

見通し、変更を行うこと。 

（職員の心得） 

第５条 職員は、事業の目的とする運営方針及び社会福祉施設の公共性に則り、その職務の遂

行に努力するほか、特に利用者に対しては無差別平等等を旨とし、常に深い理解と愛情

を持って接遇し、職員相互の融和と協力を図り、利用者の接遇の充実向上に努めなけれ

ばならない。 

 

（事業の利用定員） 

第６条  事業の利用定員は、１０名とする。ただし、本体施設の特別養護老人ホーム 

   上士幌すずらん荘に空床があるときは、その空床の範囲内において利用定員を 

   超えて利用させることができる。 

 

（事業の内容及び利用料その他の費用の額） 
第７条 事業の内容は、次のとおりとし、介護を提供した場合の利用料の額は、厚生労働大
臣が定める基準によるものとし、当該介護が法定代理受領サービスであるときは、その１
割の額とする。 

（１）介護 
・入浴又は清拭 
・排泄（おむつ使用者は、おむつ交換）の援助 
・離床、着替え、整容 

（２） 食事の提供 
（３） 相談及び助言、その他の援助 
（４） 機能訓練 



（５） レクリェーション・行事 
（６） 健康管理  
（７） その他必要と認められる事業 
２．その他の費用 
事業所は、前項の支払を受ける額のほか、次の各号に掲げる費用の額の支払を利用者から
受けることができる。なお、居住費（滞在費）及び食費については、介護保険負担限度額
の認定を受けている利用者の場合、その認定証に記載された金額を１日あたりの金額とす
る。 

 介護保険の給付対象とならないサービス 
サービスの概要 利  用  料 

特別な食事 全額自己負担 
理髪・美容 必要額 
貴重品の管理 ３００円／月 

レクリェーション活動等 
食事を伴う場合の経費―実費負担 
入園料等にかかる経費―実費負担 

複写物の交付 無料 

日常生活上必要となる諸費用実費 

テッシュペーパー 必要額 
歯磨き粉 必要額 
歯ブラシ 必要額 

その他 必要額 

 
 ①食事の提供に要する費用（食材料費及び調理費） 

 朝食 昼食 夕食 
食事の提供に要する費用 303円 622円 520円 

但し、介護保険負担限度額認定証の発行を受けている方については、その
認定証に記載された食費の金額(1日当たり)が負担上限となります。 
第 1段階   300円、 第 2段階   390円、  
第 3段階① 1,360円、 第 3段階② 1,445円 

  
 ②滞在に要する費用（光熱水費及び室料） 

滞在に要する費用 第４段階 
介護保険負担限度額認定証に記載されている額 

第１段階 第２段階 第３段階①② 
多床室 
（2・3・4人室） 

１日 
855円 

１日 
0円 

１日 
370円 

１日 
370円 

３．前各項費用の支払を受ける場合には、利用者又は、その家族に対して事前に文書で、説
明した上で、支払に同意する旨の文書に署名（記名・押印）を受けるものとする。 

通常の事業の実施地域） 

第 8 条 通常の送迎の実施地域は、上士幌町の区域とする。 

１ 通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利用者に対して行う送迎に要する 

 費用は、次の額を徴収する。 

 ・事業実施地域を越えた地点から、利用者宅の距離により算定するものとし、１キロ

メートルにつき４０円を徴収する。 

 

（提示） 

第 9 条 事業所は、当該指定介護老人福祉施設の見やすい場所に、運営規定の概要並びに従事

者の勤務体制、協力病院、利用料その他サービスの選択に資すると認められる重要事

項を掲示しなければならない。 

 



（苦情処理） 

第１０条 事業所は、その提供した指定短期入所生活介護サービス及び指定介護予防短期入所

生活介護サービスに関する利用者からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情

を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければならない。 

   ２ 事業所は、その提供した指定短期入所生活介護サービス及び指定介護予防短期入所

生活介護サービスに関し、法第２３条の規定による市町村が行う文書その他の物件の

提出もしくは提示の求め又は当該市町村の職員からの質問もしくは照会に応じ、利用

者からの苦情に関して市町村が行う調査に協力するとともに、市町村からの指導又は

助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。 

   ３ 事業所は、その提供した指定短期入所生活介護サービス及び指定介護予防短期入所

生活介護サービスに関する利用者からの苦情に関して国民健康保険団体連合会（国民

健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第４５条第５項に規定する国民健康保険団

体連合会をいう。以下同じ。）が行う法第１７６条第１項第２号の規定により指導又

は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならな

い。 

 

（緊急時等における対応方法） 

第１１条 事業の実施中に、利用者の病状等が急変した場合、その他緊急の事態が生じた時は、

速やかに主治医に連絡する等の措置を講ずるとともに、管理者に報告しなければなら

ない。 

 

（非常災害対策） 

第１２条 管理者は、非常災害に際して避難・救出に万全を期すために、社会福祉法人上士幌

福寿協会防火管理規程に基づく防火管理者を任命し、消防計画の策定、防火訓練の実

施等防災に関する業務を行わせるものとする。 

 

（身体拘束の禁止について） 

第１３条 事業所は、利用者本人や他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得

ない場合を除き、身体拘束その他利用者の行動を制限する行為を行わないものとする。 

   ２．緊急やむを得ない場合について、家族に内容をわかりやすく説明し同意、承諾書に

より実施については記録、報告を行う。 

 

（事故発生時の対応） 

第１４条 事業所は、利用者に対する指定短期入所生活介護サービス及び指定介護予防短期入

所生活介護サービスの提供により事故が発生した場合は、利用者の家族等に連絡を行

うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

   ２．事業所は、利用者に対する指定短期入所生活介護サービス及び指定介護予防短期入

所生活介護サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速や

かに行わなければならない。 



 

（感染症対策体制の徹底） 

第１５条 事業所は、利用者に対する指定短期入所生活介護サービス及び指定介護予防短期入

所生活介護サービスの提供により感染症又は食中毒が発生し、又は万延しないように、

定期的にその対策を検討し、介護職員その他の従業者に周知徹底を図る。 

   ２．事業所は、感染症又は食中毒の予防及び万延の防止のための指針を整備する。 

   ３．事業所は、感染症又は食中毒の予防及び万延の防止のための研修を定期的に実施す

る。 

（褥瘡防止対策） 

第１６条 事業所は、利用者に対する指定短期入所生活介護サービス及び指定介護予防短期入

所生活介護サービスの提供により褥瘡が発生しないよう「介護」又は「看護及び医学

的管理の下における介護」を適切に行い、その発生を防止するための体制を整備する。 

 

（秘密保持） 

第１７条 事業の従業者は、正当な理由なく業務上知り得た利用者又は、その家族の秘密を保

持しなければならない。 

   ２．事業者は、従業者であった者が、正当な理由なく業務上知り得た利用者又は、その

家族の秘密を保持させるため、従事者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持

すべき旨を、雇用契約上明示するものとする。 

 

（補則） 

第１８条 この規程に定める事項の他、必要な事項について施設長が理事長の承認を得て定め

るものとする。 

 

  附  則 

 この規程は、平成１２年 ４月１日から施行する。 

 この規程は、平成１６年１２月１日から施行する。 

 この規程は、平成１７年 ４月１日から施行する。 

 この規程は、平成１７年１０月１日から施行する。 

 この規程は、平成１８年 ４月１日から施行する。 

 この規程は、平成２４年１１月１日から施行する。 

この規程は、平成２６年 ４月１日から施行する。 

この規程は、平成２７年 ４月１日から施行する。 

この規程は、平成２８年 ４月１日から施行する。 

この規程は、令和 ３年 ８月１日から施行する。 

 

 


